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1.　はじめに
1.1.　研究目的
先行研究 1）（間部・小田 2011）において，国立
国会図書館「レファレンス協同データベース」で
公開されているレファレンス事例を基に分析を行
い，Ⅰ「実際の調査によく使用されるレファレン
スブック」とⅡ「回答を可能としたレファレンス
ブック」，及びⅢ「レファレンス事例の主題別頻
出レファレンスブック」を明らかにした。その多
くは経験的に「よく使われるレファレンスブック」
と考えられてきたレファレンスブックであり，前
研究においてこれら経験則が事実であることが確
認できた。
これらのレファレンスブックは今後もレファレ
ンス質問を調査・回答する際に使用される可能
性が高い。これらは図書館におけるレファレンス
サービス研修や大学等における図書館司書養成の
場で取り上げる資料の候補とするほか，レファレ
ンスブックの収集・選択において参考にすると
いった活用が考えられる。
以上の活用法の前提として，これらのレファレ
ンスブックが実際に入手・活用できることが挙げ
られる。そこで本研究では前研究で明らかになっ
たレファレンス質問の調査・回答によく使用され
たレファレンスブックの「入手可能性」に着目し，
その実態を明らかにすることを目的とする。
1.2.　研究方法
先行研究では過去のレファレンス事例において
実際に調査・回答に用いられた回数を確認し，リ
スト作成を行った。これは過去においてこれらの
レファレンスブックが活用されたという事実を確
認したということであり，これらのレファレンス
ブックがそのまま現在も頻繁に利用されているレ
ファレンスブックであるとは限らない。そこで最
初に，現在明らかにその役割を別の文献等に取っ
て代わられているレファレンスブックを確認し，
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それを除外する。ただし現在複数のメディアにお
いて出版されているケース（例：『官報』）につい
ては除外しない。このような代替メディアが存在
するレファレンスブックは 3.2 節で取り上げる。
なお終刊等に伴い情報の更新が止まり，結果とし
て利用頻度が減少したと考えられるレファレンス
ブックも存在する。これらは蓄積された過去の情
報としてその意義を認めることができるため，こ
こでは除外しない。
次に調査・回答を可能としたレファレンスブッ
クの入手可能性について調査する。入手の方法と
して考えられるのは①購入による入手，②代替メ
ディアによる入手，③他の図書館からの借用等，
以上の三つである。本研究ではこれらについて以
下の方法で調査する。
①「購入による入手可能性」については販売書
誌を確認することで購入の可否を調査できる。本
研究では日本書籍出版協会がインターネット上に
公開している販売書誌「Books.or.jp」2）を用いて
確認する。ただし図書以外のメディアにおいては
出版者などを通じて販売の事実を確認する。
②「代替メディアによる入手可能性」について
は，オンラインデータベースやインターネット上
に公開された情報源，CD-ROMなどの電子資料
を中心に調査する。調査は当該レファレンスブッ
クのタイトル・出版者名からウェブ上で情報探索
を行うこととする。
③「他の図書館からの借用等による入手可能性」
とは相互貸借・文献複写・内容確認などによって
情報を得る可能性のことである。ここで言う「他
の図書館」とは都道府県立図書館とする。その理
由は以下のとおりである。一般的に公立図書館の
図書館ネットワークは都道府県単位で構築されて
おり，特に都道府県立図書館は地域の保存図書館
として，また調査研究型図書館としての役割を有
している。したがって都道府県立図書館で当該レ
ファレンスブックを所蔵していれば，都道府県単
位で同レファレンスブックを借用等による手段で
利用することが可能となる。そこで本研究では都
道府県立図書館における当該レファレンスブック
の所蔵状況を確認する。確認作業は国立国会図書
館の「総合目録ネットワーク」3）と各都道府県立
図書館がウェブ上で公開している蔵書目録を併用
して行うこととする。なお本稿では紙幅の関係上，
調査対象を「実際の調査によく使用されるレファ
レンスブック」・「回答を可能としたレファレンス
ブック」の上位 30 位以上のレファレンスブック
に限定する。
最後に得られた結果から考察を行い，レファレ
ンス質問の調査・回答に用いられたレファレンス
ブックの「入手可能性」についてその動向を導く
こととする。
2.　調査・回答を可能としたレファレンスブック
の再整理
表 1は先行研究で明らかになった「実際の調査
によく使用されるレファレンスブック」を再整理
したものである。なお後の分析・考察のために書
誌的事項を追加してある。
このうち，明らかにその役割を別の文献等に
取って代わられているものとして，『J-BISC』（出
現回数 267 回）が挙げられる。『J-BISC』は国立
国会図書館の JAPAN/MARCの CD-ROM・DVD-
ROM版であり，公立図書館においては全国書誌
として利用されてきた。しかしインターネット上
に「NDL-OPAC」が公開された結果，データ収録
範囲に応じたディスク交換が不要でインターネッ
ト接続環境さえあれば使用する端末が固定されな
い「NDL-OPAC」を利用することが一般的となっ
た。現在，「J-BISC」は目録作成における書誌流
用という視点においてその存在意義は認められる
ものの，レファレンスサービスという視点からは
「NDL-OPAC」にその役割を譲っているとみなす
ことができる。
同様に『国立国会図書館雑誌記事索引』（出現
回数 64 回）についても検討を行った。ここで言
う『国立国会図書館雑誌記事索引』とは，冊子体
で刊行された「雑誌記事索引」（日外アソシエーツ）
と CD-ROM版の「雑誌記事索引」，NDL-OPAC
内にある「雑誌記事索引」（国立国会図書館）の
いずれかである。そこで実際のレファレンス事例
を確認したところ，そのほとんどが CD-ROM版
ないし「NDL-OPAC」版であった。このうち現
在一般的に使用されている雑誌記事索引は「NDL-
OPAC」版である。その理由は『J-BISC』同様，検
索性に優れること，利用において端末が固定され
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表 1　「実際の調査によく使用されるレファレンス
ブック」の再整理
表 2　「回答を可能としたレファレンスブック」の
再整理
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ないという 2 点である。よって本稿におけるレ
ファレンスツールとしての『国立国会図書館雑誌
記事索引』とは「NDL-OPAC」版を指すこととし，
3.2 節で取り上げる。
その他，今回の調査対象に含めないレファレン
スツールとして，『Wikipedia』（出現回数 58 回）
などインターネット情報源がある。インターネッ
ト情報源はインターネット接続環境が存在すれば
どこからでも利用可能であり，インターネット接
続環境が一般的となった今日ではほぼ全ての図書
館で利用できる環境にあるとみなして差し支えな
いと考えられる。
次に先行研究で明らかになった「回答を可能と
したレファレンスブック」を表 2に再整理する。
これも後の分析・考察のために書誌的事項を追加
してある。
表 1 同様に『Wikipedia』（出現回数 37 回）が
除外される。また，レファレンスツールの中には
自館作成ツールが存在するが，自館作成ツールは
他の図書館において入手可能なツールではないた
め今回は除外する。ここでは『埼玉新聞見出し記
事索引』（出現回数 14 回）がそれに相当する。
以上，本研究では『J-BISC』・『Wikipedia』・『埼
玉新聞見出し記事索引』の 3つを調査の対象から
除外し，「NDL-OPAC」・「国立国会図書館雑誌記
事索引」を 3.2 節で取り上げることとする。
3.　調査・回答を可能としたレファレンスブック
の入手可能性の調査
3.1.　新規購入による入手可能性
はじめに表 1を基に「実際の調査によく使用さ
れるレファレンスブック」の新規購入による入手
可能性を確認した。確認は，図書資料については
「Books.or.jp」を，逐次刊行物・電子資料・ネッ
トワーク情報源については出版者のウェブサイト
等を参照することで行った。
表 3 はこれらの調査結果をまとめたものであ
る。なお表の見出し項目の定義は以下のとおりで
ある。
「購入の可否」は 2011 年 10 月現在購入可能な
レファレンスブックであるか記述した項目であ
る。資料が購入できる場合は「○」とした。また
資料が多巻ものであり，そのうち一部は購入でき
る場合は「一部○」とした。また現在購入不可（絶
版）のものは「×」とした。
「多巻もののうち，購入可能なもの」は多巻も
ののうち購入可能な巻次・年次を記述した項目で
ある。紙幅の関係上，表に収まらない場合には注
に示してある。また全てが購入できる場合には「全
○冊」と記載してある。
「購入可能な異版」は最新版以外の旧版や装丁
等異なる版が購入可能な場合に記述した項目であ
る。また異版が多巻ものである場合は，丸括弧内
に（多巻ものの冊数／購入可能な巻）という形で
示した。ただし異版が多岐にわたる場合はその旨
を記述するに留めた。
「備考」は情報源に関する入手先や，書誌的変遷，
異版（絶版），別書名などを参考までに記した項
目である。
調査結果の概要は以下のとおりである。はじめ
に示した 3つの情報源を除く 98 タイトルに対し，
一部購入可を含む購入可能なタイトル数は 64 タ
イトル（65.3％）であった。また一部購入可を除
いた購入可能タイトル数は 51 タイトル（52.0%）
であった。
次に表 2を基に「回答を可能としたレファレン
スブック」の新規購入による入手可能性について
確認した。それをまとめたものが表 4である。確
認方法及び見出し項目の定義は表 3 と同様であ
る。
その結果，除外した 2つの情報源を除いた 105
タイトルに対し，一部購入可・旧版等購入可を含
む購入可能なタイトル数は 70 タイトル（66.7%）
であった。また一部購入可等を除いた購入可能タ
イトル数は 55 タイトル（52.4%）であった。
3.2.　代替メディアによる入手可能性
次に表 1・表 2の各レファレンスブックに対し
て代替メディアによって入手できる可能性につい
て調査を行った。調査方法はレファレンスブック
のタイトル・出版者などからウェブ上で確認する
ことで実施した。その結果をまとめたものが表5・
表 6である。なお表の見出し項目の定義は以下の
とおりである。
「名称」は代替メディアの名称を示してある。
資料であれば資料名，インターネット情報源であ
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表 3　「実際の調査によく使用されるレファレンスブック」の購入による入手可能性
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表 4　「回答を可能としたレファレンスブック」の購入による入手可能性
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ればウェブサイト名を示してある。
「出版者」は資料の場合，出版者をそのまま記
載した。インターネット情報源の場合，当該情報
源を管理・提供する者を記載した。とくに有償で
あり，かつ責任表示と出版者が異なる場合には決
済事務を請け負う者を出版者としている。
「URL」は代替メディアがインターネット情報
源である場合に記載した。
全体の結果として，表 5 においては「NDL-
OPAC」・「国立国会図書館雑誌記事索引」を含む
101 タイトルに対し，40 タイトル（39.6%）に代
替メディアが存在した。そのうち 21 タイトルが
有償のメディアであり，代替メディアが存在する
40 タイトル中の割合は 52.5%であった。
同様に，表 6においては 105 タイトル中 49 タ
イトル（46.7%）に代替メディアが存在した。そ
のうち 23 タイトルが有償のメディアであり，代
替メディアが存在する 49 タイトル中の割合は
46.9%であった。
なおこれらウェブサイトの中には『Japan 
Knowledge』のように一つのサイトで複数の代替
メディアを利用できるウェブサイトが存在する。
この重複を除いたウェブサイト数は 34 サイトで
あった。
3.3.　都道府県立図書館における入手可能性
最後に表 1・表 2 における上位 30 位までのレ
ファレンスブックについて，都道府県立図書館を
対象に当該レファレンスブックの所蔵率を確認し
た。確認方法は国立国会図書館「総合目録ネッ
トワーク」にて検索・照合を行い，図書以外の
資料については各都道府県のWeb-OPACで検索・
表 5　「実際の調査によく使用されるレファレンスブック」のうち，代替メディアによる情報入手が可能なもの
表 6　「回答を可能としたレファレンスブック」のうち，代替メディアによる情報入手が可能なもの
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照合をおこなった。それをまとめたものが表 7・
表 8である。
なお「所蔵館数」の最大値が 55 館となってい
るのは，都道府県によっては複数館でサービスを
実施しているケースが存在するためである。した
がって「所蔵率」とは所蔵館数を最大値 55 館で
割った数値であり，都道府県単位の所蔵率とは異
なる。
全体的な傾向として，表 8・表 9ともに各タイ
トルとも高い所蔵率となっている。しかし一部地
域性の高い資料については所蔵率が低くなる傾向
があることが明らかになった。
4.　考察
4.1.　新規購入による入手可能性の考察
（1）　「実際の調査によく使用されるレファレンス
ブック」の購入による入手可能性
全タイトル 98 タイトルのうち，絶版のため購
入不可であったタイトルは 34 タイトルであった。
出版年代別に分布を確認すると，2000 年以降の
タイトルが 5 件，1990 年代のタイトルが 10 件，
1980 年代のタイトルが 7件，1970 年代のタイト
ルが 7件，それ以前のものが 3件であった。また
年刊が２タイトルあった。一般的に出版年が古い
文献ほど絶版の可能性が高いと考えられるが，最
も分布が偏っていたのが 1990 年代に出版された
資料であり，1990 年以降とそれ以前でほぼ半々
の割合であった。
個別の絶版資料では，特徴的な傾向として，『秋
田県史』をはじめとした地方史や地域百科事典，
地方人物文献などが 11 タイトル含まれている。
また『日本古典文学大系』のように新編として改
めて刊行されている資料が絶版となっていること
はむしろ自然である。その一方で，『国書総目録』
や『日本教科書大系』のようにレファレンス質問
の調査過程でよく使用されるレファレンスブック
が絶版となっている。
その他，一般の百科辞典では『平凡社大百科事
典』・『ブリタニカ国際大百科事典』などが絶版と
なっている。百科事典は事実調査における基礎的
なレファレンスブックとして重要な役割を持って
いる。しかしネットワーク上で提供される百科事
典の方が情報の更新が行われ，かつ検索性にも優
れるため，これらオンラインデータベースの百科
事典を使用できる環境にあればこれらの古い百科
事典を所蔵しなくてもレファレンスサービスにお
いて一定の成果を見込むことが可能である。
また近年，個人情報保護との兼ね合いからいわ
ゆる「人名録」的な資料が終刊を迎えるケースが
表 7　「実際の調査によく使用されるレファレンスブック」
都道府県立図書館における所蔵状況 都道府県立図書館における所蔵状況
表 8　「回答を可能としたレファレンスブック」
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ある。『著作権台帳』や『日本紳士録』の終刊の
原因にもそうした背景が考えられる。このような
資料が絶版となり入手不可となるのはある程度時
流に沿ったものと考えられる。
次に，「多巻もののレファレンスブックのうち
一部入手不可のもの」について分析する。該当す
る資料は 13 タイトルであった。多巻ものは全て
揃えて機能するものがほとんどと考えられるが，
レファレンスサービスにおける情報入手性を確保
するために全体の一部分でも資料収集の対象とす
ることも考えられる。
続いて「多巻もの」の出版年代別の分布を確認
する。このうち 2000 年代に刊行された資料が 7
タイトルであり，1990 年代以降を含めると 11 タ
イトルである。このように，比較的新しい資料が
一部購入不可となっているケースが多い。
また個別のタイトルでは地域性の高いレファレ
ンスブックが 2タイトルあるほか，『角川日本地
名大辞典』のようにレファレンス質問の調査過程
でよく使用されるレファレンスブックが含まれて
いる。特にこの『角川日本地名大辞典』は一部購
入可となっているものの，実はオンデマンド版で
ある点に注意したい。その他，『大宅壮一文庫雑
誌記事索引』（CD-ROM）のように，オンラインデー
タベース版が新たに公開されたことにより CD-
ROM版の更新が停止した資料も存在することが
明らかになった。
（2）　「回答を可能としたレファレンスブック」の
購入による入手可能性
全タイトル 105 タイトルのうち，絶版のため購
入不可のタイトルは 35 タイトルであった。出版
年代別に分布を確認すると，2000 年以降のタイ
トルが 3件，1990 年代のタイトルが 14 件，1980
年代のタイトルが 7件，1970 年代のタイトルが 6
件，それ以前のものが 4件であった。その他，年
刊が 1タイトルあった。全体的な分布傾向は「実
際の調査によく使用されるレファレンスブック」
と同様の傾向があると考えられる。
次に個別のタイトルであるが，ここでは「回答
を可能としたレファレンスブック」で新たに出現
したレファレンスブック 11 タイトルを分析対象
とする。まず地域性の高いレファレンスブックは
『岡山市史』に代表される 4タイトルがあった。
これらが絶版である理由として，出版年が古い
こと，また地域資料のため大量に頒布される資料
ではなかったことが原因として考えられる。
また『大日本百科事典』のように情報が古くなっ
た百科事典や，『文部省年報』のように現在は更
新されておらず，かつ長期にわたる蓄積により資
料的価値を高める資料は，仮に絶版でなかったと
しても市区町村立図書館においては積極的に収集
する対象とはならないと考えられる。一方で『新
潮日本人名辞典』のような基本的な人物辞典が絶
版となっている。特に代替メディアも存在しない
ケースであるため，このような場合は類書を備え
る必要があると考えられる。
次に，「多巻もののレファレンスブックのうち
一部入手不可のもの」は 15 タイトルであった。
出版年代別に分布を確認すると，2000 年代のも
のが 10 タイトル，1990 年代以降では 13 タイト
ルと比較的新しいものが多い。この傾向は「実際
の調査によく使用されるレファレンスブック」と
同様である。
続いて，個別のタイトルについては「回答を可
能としたレファレンスブック」で新たに出現し
たレファレンスブック 4タイトルを対象に分析を
行った。このうち『東京市史稿』は地域資料であ
り，一般的なレファレンスブックとは言いがたい
資料であるが，東京という政治 ･経済の中心地に
関する資料であるため他の地域に比べて利用頻度
が高いと考えられる。したがって可能であれば全
体の一部分であっても収集対象とすることは考え
られるが，代替メディアによる入手可能性を検討
しても良いケースである。また『知恵蔵』・『朝日
年鑑』は既に終刊となり更新が停止したレファレ
ンスブックである。この 2タイトルについては，
『知恵蔵』は代替メディアによる提供が，『朝日年
鑑』は復刻版の刊行がなされている。なお『電通
広告年鑑』は最新刊が現在入手できない状態にあ
るが，これは単純に品切れによるものと考えられ
る。
以上，「絶版」および「多巻もの・年刊ものの
一部が購入できない」レファレンスブックを中
心に分析を行った。最後に資料収集の観点からこ
れらについて検討する。今回取り上げた資料はい
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ずれも調査・回答によく使用されるレファレンス
ブックであり，可能な限り収集対象とすることが
望ましい。しかし公立図書館の現場における実態
として，レファレンスブックの整備は各図書館の
資料収集方針，予算，資料のニーズなどを勘案
して決定されるケースが多いと考えられる。した
がって，地域性の高いレファレンスブックや年刊
の資料のように累積することで資料的価値が高ま
るレファレンスブックについては，各図書館の事
情により資料収集対象としての優先順位が下がる
こともあり得る。
その一方で，使用頻度が高い普遍的なレファレ
ンスブックが絶版となっているケースがあった。
このようなレファレンスブックは，代替メディア
がある場合，それを活用することも考えられる。
また特に代替メディアが存在しないレファレンス
ブックは新たに入手する手段が存在しない。その
ようなケースに対応するため，都道府県立図書館
が地域の資料保存図書館・調査研究型図書館とし
ての役割を果たすことにより情報提供手段を確保
することが望ましいと考えられる。具体的には相
互貸借や協力レファレンスサービスが挙げられ
る。
4.2.　代替メディアによる入手可能性の考察
先に述べたように，「調査・回答に使用される
レファレンスブック」における代替メディアは全
体の 40%程度である。そのほとんどがインター
ネットを経由して利用されるネットワーク情報源
である。また代替メディアの内訳として，有償の
ものが 50%を超えていることが特徴である。
次に個別のタイトルを確認する。はじめに無償
の代替メディアについて分析する。これらは大
きく書誌，辞典・事典，フルテキストデータベー
ス，法令，統計類に類型化できる。書誌類では
『国書総目録』と『古典籍総合目録』をあわせて
収録した「日本古典籍総合目録」がある。また全
国書誌では「NDL-OPAC」，販売書誌では「Books.
or.jp」，索引では「雑誌記事索引検索（NDL-OPAC）」
がある。いずれも図書資料や CD-ROMといった
物理的メディアを伴う電子資料に比べ，資料が複
数の媒体に分散されず，一括して検索を行うこと
が可能であるため利便性が高い。
また辞典・事典では『日本大百科全書』の内容
が検索できる「Yahoo百科辞典」や『大辞泉』の
オンライン版である「デジタル大辞泉（kotobank）」
などがある。フルテキストデータベースは研究機
関において提供が行われているケースが多く，『日
本古典文学大系』を収録する「日本古典文学本文
データベース」や『大日本史料』を収録する「大
日本史料総合データベース」，『大正新脩大蔵経』
を収録する「大正新脩大藏經テキストデータベー
ス」がある。いずれも絶版ないし一部購入可のレ
ファレンスブックであり，無償で利用できるフル
テキストデータベースによって情報を入手できる
ことに大きな意義がある。その他，法令・統計類
は政府機関による情報提供が大半である。「法令
データ提供システム」や「日本法令索引」は検索
性にも優れ，法令を探すのに適している。また「日
本の統計」・「世界の統計」は主要な統計を容易に
入手できるほか，長期統計である「日本の長期統
計系列」なども利用頻度が高い。これらは図書資
料に比べ，情報の更新性があることが比較優位な
点として挙げられる。
また有償の代替メディアでは「Japan Knowledge 
Plus」や「日外 e-レファレンス・ライブラリー」
のように複数の事典・辞典類を統合的に提供す
るサイトの存在が大きい。その他，「官報情報検
索サービス」や「日経テレコン 21」など公立図
書館でも導入事例が多いオンラインデータベー
スや，「第一法規 法情報総合データベース」や
「LexisNexis JP」といった法律文献情報データベー
スがある。
これら有償のレファレンスツール類は図書館向
けのパッケージを用意しているケースも多く，固
定金額で契約可能なケースが多いため「ビジネス
支援サービス」事業などを行うにあたり導入され
るケースも多い。
一方でこれら有償データベースの導入は，従来
の図書館資料費である「需用費」・「備品購入費」
では支出できないという問題がある。通常これら
外部データベースを利用するためには，予算費目
上の「使用料及び賃借料」などから支出すると考
えられる。しかし現在の地方公共団体における予
算事情では，新たにこれらの費目に予算を獲得す
ることは困難である。結果として，図書館資料費
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全体から見れば大きな金額ではないにもかかわら
ず，予算の裏づけができないために代替メディア
としての有償データベースが存在するにもかかわ
らずそれを利用することが出来ない，といった
ケースがあり得る。公立図書館はこうした図書館
経営上の課題を一つずつクリアして，有益な代替
メディアの有償データベースの導入を図る必要が
ある。
最後に，代替メディアの特性からみた利点・欠
点を検討する。代替メディアの多くはネットワー
ク情報源を中心とする電子資料である。電子資料
の特性として，更新性・検索性が挙げられる。一
方で通読性に欠け，検索語の選択を誤れば必要な
情報を引き出しにくいという欠点がある。その点，
印刷メディアは通読性に優れている。印刷メディ
アではブラウジングによって前後の見出し語を確
認することが容易であり，検索漏れを防ぐ効果も
ある。このように利点と欠点が存在するため，代
替メディアが存在すれば従来のレファレンスブッ
クが不要である，ということではない点に留意す
る必要がある。
4.3.　都道府県立図書館における入手可能性の考
察
ここでは「実際の調査によく使用されるレファ
レンスブック」・「回答を可能としたレファレンス
ブック」の上位 30 位以上のレファレンスブック
について所蔵調査の結果に基づき分析を行う。
最初に「実際の調査によく使用されるレファレ
ンスブック」について，タイトル別に都道府県
立図書館の所蔵状況を分析する。まず所蔵率では
『J-BISC』を除く 30 タイトル中 9タイトルが所蔵
率 100％であり，26 タイトルが所蔵率 90％以上
となっている。この数値からも明らかなように，
これら頻出レファレンスブックを大多数の都道府
県立図書館で所蔵していることが事実として確認
できた。
続けて所蔵率が 90％以下のタイトルを確認す
ると，『埼玉人物事典』（所蔵率 85.5%），『岡山県
大百科事典』（所蔵率 76.4%），『埼玉大百科事典』
（所蔵率 65.5%）と地域に関するレファレンスブッ
クと『日経テレコン 21』（利用率 81.8％）であった。
このように地域に関するレファレンスブックにお
いても一定の所蔵率を保っており，都道府県立図
書館においては他の自治体に関するレファレンス
ブックの収集・保存を行っていることが確認でき
た。また『日経テレコン 21』はビジネス支援サー
ビスが活発な背景もあり，導入が進んでいるもの
と考えられる。
次に都道府県立図書館別の所蔵状況を分析す
る。全 55 館中，所蔵率が 100%の図書館は 12
館あり，95%以上は 28 館，90％以上は 44 館，
80％以上は 54 館に上った。なお最下位の図書館
は 45.2％であったが，これは当該図書館が特定主
題に特化した図書館であったためである 13）。こ
の結果を都道府県別に集計した場合でも，全て
の都道府県において所蔵率は 80％以上であった。
以上から，都道府県立図書館が「調査によく使用
するレファレンスブック」を収集・保存している
ことが確認できる。
次に「回答を可能としたレファレンスブック」
について，タイトル別に都道府県立図書館の所
蔵状況を分析する。まず所蔵率では『Wikipedia』
を除く全 31 タイトルのうち，8タイトルが所蔵
率 100％であり，22 タイトルが所蔵率 95%以上
であった。所蔵率 90%以上のタイトルも 26 タイ
トルあり，残りの 5タイトルも 47.3％～ 76.4％の
範囲で収まっている。なおこの 5タイトルは『岡
山県大百科事典』をはじめとする地域に関するレ
ファレンスブックであった。以上の結果から，「実
際の調査によく使用されるレファレンスブック」
と極めて似た傾向であることが明らかになった。
さらに都道府県立図書館別の所蔵状況を確認し
たところ，所蔵率 100%の図書館が 6館あり，以
下 90％以上が 44 館，80％以上が 54 館であった。
最下位は 35.5％であり，これらの分布傾向はや
はり「実際の調査によく使用されるレファレンス
ブック」と同一の傾向であった。
以上，これらの動向をまとめると都道府県立図
書館における「調査・回答によく使用されるレファ
レンスブック」は概ね高い所蔵率を示しており，
地域による若干の数値の違いはあるものの全都道
府県立図書館において上位 30 タイトルについて
80％以上の所蔵率を有していることが明らかに
なった。以上の結果から，「他の図書館等からの
借用」による情報入手性は都道府県レベルにおい
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て担保されていると考えられる。
5.　まとめ
本研究では実際のレファレンス事例において調
査・回答でよく使用されるレファレンスブックに
ついて，①購入による入手可能性，②代替メディ
アによる入手可能性，③他の図書館から借用等に
よる入手可能性について調査し，その動向を明ら
かにすることができた。①に関しては購入可能な
レファレンスブックが全体の 50%台とやや低め
であったものの，②代替メディアを併用するこ
とにより図書館単位で一定のレファレンスコレ
クションの形成が可能であることが明らかになっ
た。また③に関しては都道府県レベルにおいて
80%以上の所蔵率を有しており，相互貸借・文
献複写・協力レファレンスサービスなどを活用す
ることにより，一定の入手可能性が担保されてい
ることが明らかになった。
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